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四国剣山に纏わる神宝の伝承を再検証！

東アジア史を塗り替えたイスラエル民族大移動の潮流

コロナ新時代の到来！
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猛威を振るうウィルスと共存する日本社会の行く末猛威を振るうウィルスと共存する日本社会の行く末

Part.IPart.IPart.II

　新型コロナウィルスが世界で猛威
を振るい、5月 22日の時点では、
世界の感染者数が 500万人を超え
ました。死者数は33 万人近くまで
に増え、1日あたりの死者数は3,000
人から 5,000人という高水準が続
いています。感染者数においては、
最も多いアメリカが 21日の時点で
159万人まで膨れ上がり、ブラジル
が 33 万人と2位に急浮上。そして
3 位にロシアが 32 万人と続きます。
22日にはブラジルでの死者が1日
に1,000人を超えたことが報告され、
WHO 世界保健機関は「南米が新た
なる震源地になっている」と警鐘を
鳴らしています。
　アメリカの死者数は、22日午後7
時の時点で 94,150人まで達してい
ます。それでもジョンズ・ホプキンス
大学によると、人口に対する死者数
は世界第 8 位であり、イギリスやカ
ナダ、ベルギーの方が対人口比率に
おいてはアメリカよりもさらに悪い状
況となっています。民間リサーチ機関
によると、アメリカでは 21日までに
1,340万件以上のウィルス検査が実
施され、5月に入ってからは連日40
万件前後の新規検査が行われていま
す。それでも検査数は十分ではなく、
連日最低 50万件の検査が不可欠で
あるという指摘が大学の研究機関か
ら提言されています。
　アメリカにおける被害状況に比べ、
日本では5月23日の時点で感染者数
はおよそ 17,200人、死者数も 838
人にとどめられ、人口に対する死者
数もかなり低く抑えられています。し
かしながら、アメリカが 1日 40万件
の PCR検査を行っているのに対し、
日本では 5月末現在をもって、1日の
検査数が 3,000件にも満たないの
です。この実態に首をかしげる人は、
少なくないはずです。例えば、徳島
県においては 5月 24日現在、県内に
保有する医療機器では1日最大96件
までの検査しか対応できません。実
際の PCR検査数は 10件前後にとど
まり、1桁になることも少なくないの
です。人口 70万人を超える県である
にも関わらず、毎日７万人に対して一
人しか検査しないのではPCR感染者
が見つかるわけがありません。
　この実態について徳島保健所の中
川所長は、「当初は国の基準に沿って
対象を絞っていた時期があった」と
明言しています。そして「2月17日
の国の通知で医師の総合的判断に基
づくようにと基準が変わり、その後
は柔軟に対応している」とのことで

す。そしてPCR 検査には偽陰性と
いう検査エラーもつきものであるこ
とから、検査よりも外出自粛に重き
をおきながら、「検査の必要性は医師
が判断する方がよい」という持論に
終始しています。しかし、現実問題と
してPCR 検査を受けたくても拒否
されている人が大勢いるだけでなく、
来院を拒否され、医師から診断を受
けることさえできない方も多く存在し
ます。果たして日本におけるコロナ禍
の実態を本当に理解した上での発言
であるか、疑問が残ります。
　感染者を把握するには検査が必要
であることは言うまでもありません。
検査数を増やすことにより、判定エ
ラーが多少は生じるのはやむをえな
いとしても、新型コロナの感染者数
の実態をより正確に把握することが
できます。PCR検査をしなければ感
染者を特定することができず、たと
え感染者が存在したとしても、それ
を見逃すことになります。つまるとこ
ろ、感染者数をゼロにしたければ、
検査を行わなければいいのです。検
査数を意図的に減少させることによ
り、実態よりも感染者数を少なく公
表することができるということです。
果たして日本は意図的に数値を低く
公表するため、PCR検査数を制御し
てきたのでしょうか。
　厚生労働省によると、PCR 検査
の処理数は、政府が掲げた1日2 万
件の目標に対して、潜在的には 2 万
2千件（5月15日現在）まで可能と
はするものの、実際に行われている
検査数は 8,000 件どころか、その
数は 5月21日の時点で 3,000 件
を切っているようです。しかもその
多くは再検査であり、新規に検査を
受けた人の数はその半分以下と想定
されています。果たして、全国各地
で PCR 検査数は意図的に抑制され
てきたのでしょうか。その背景には
感染者数を抑えるためにあえて検査
数をコントロールし、早く収束の目途
をたてたいという日本政府の方針が
見え隠れしているようにも思えます。

アメリカ大使館からも警鐘！

　オリンピックを開催する国家とし
て、日本は世界に門戸を開いたイメー
ジを保たなければならないと誰もが
考えます。よって、中国の武漢で流行
が確認された後でも、なかなか入国
の制限に踏み切ることができません
でした。特に新型コロナウィルスが中
国由来であり、せっかくここ数年、友
好関係を築いてきただけに、そう簡

単に中国のみを相手どり、入国を拒
否することも強行できず、対応には二
の足を踏むしかなったのです。そうこ
うしているうちに、ヨーロッパ、アメ
リカで一気に感染が拡大し、諸外国
の多くが国境封鎖をするまでの事態
に陥りました。その後、海外各国が
実行したような国境の封鎖は、島国
の日本にとってはハードルが高く考え
られたことでしょう。
　そして最も恐れていた、新型コロ
ナウィルスの感染者が日本国内でも
爆発的に増加する兆しが見えてきた
のです。アメリカとヨーロッパ中心に
新型コロナウィルスによる感染が一気
に拡大する最中、それらの国々から
の入国を封鎖せず、許していた日本は、
そのあおりを直に受けてしまったので
す。そして3月にはアメリカとヨーロッ
パにおいて医療崩壊が生じ、その悲
惨な状況が日 、々メディアのニュース
や SNSを通じて世界中に発信されま
した。病院に患者が押し寄せ、それ
に対応しきれない医師や看護師の姿
が映像で流され、院内感染も各地で
発生し、医療崩壊の現実は極めて深
刻なものとなったのです。日本におけ
る感染の爆発と医療崩壊は、国民の
健康を害する最悪の事態となるだけ
でなく、東京オリンピックのキャンセ
ルをも意味したことから、何としてで
も避けなければならなかったのです。
　コロナ禍が世界的にパンデミック
化する最中、それでも日本はオリン
ピックの開催国であることから、最
先端の医療施設が整っているだけで
なく、コロナによる医療崩壊を回避
できたことを世界にアピールすること
が重要視されたと推測されます。中
でも ICU(集中治療室）設備は、重
篤な新型コロナ感染者の治療に不可
欠です。ところが、日本では人口比に
対する ICUの数が、欧米諸国と比べ
ても圧倒的に少なく、新型コロナの
重症患者を ICUで治療できるキャパ
シティーが大変不足していることがわ
かりました。ましてや専門医が ICU
を遠隔サポートしながら治療する「遠
隔 ICU」などは、日本全体でもまだ
数十床しかないのです。これまで医
療体制と医療保険制度は世界のトッ
プレベルであったと自負してきた日本
にとって、実は、盲点があちこちに隠
されていたのです
　そして東京オリンピックの直前、
ICUが不足しているという医療体制
の脆弱性があらわになってしまったこ
とから、日本政府は何としても医療
崩壊だけは回避し、コロナウィルスを

封じ込めなければならない、という
政治的決断を迫られたことでしょう。
ICUが足りないために、重症患者に
必要不可欠な治療を与えることがで
きないようなことがあっては、オリン
ピック開催国のプライドに関わりま
す。ましてや諸外国のように医療崩
壊が現実となり。大勢の感染者が病
院の床につくようにでもなったら、そ
れこそ来年のオリンピックの話どころ
ではありません。
　その結果、不思議なことがおきま
した。日本では 5月 22日までに、合
わせて 27万件の PCR検査しか行わ
れなかったのです。その数は 5月末
の時点でアメリカにおいて実施されて
いる 1日の検査数とほぼ同じであり、
あまりに少ないことがメディアでも報
道されています。特にアメリカを筆頭
とする海外からの批判は厳しく、感
染者数を少なくみせるための意図的
な情報操作ではないか、とも指摘さ
れているほどです。
　4月初旬、日本国内における感
染者数が1日200人近く増加して
いたことに注視し、アメリカ大使館
は緊急メッセージを在日米国人に発
信しました。最も大きな懸念は、以
下の告知文に言い表されています。
The Japanese Government's 
decision to not test broadly 
makes it difficult to accurately 
assess the COVID-19 prevalence 
rate.　「日本政府による（コロナウィ
ルス）検査を拡充して行わないとい
う決定により、新型コロナウィルスの
発症率を正確に把握することは困難
になった。」
　これは明らかに、日本政府が意図
的に検査数を制限することに対して、
苦言を呈している文章です。果たして
アメリカ大使館からの公的文書に記
載されているように、本当に日本政
府は PCR検査数を意図的に少なく
抑えることにしたのでしょうか。いず
れにしても、日本における医療システ
ムの崩壊が懸念され、これまで受け
てきたような医療を受けられなくなる
可能性があることから、4月 3日、ア
メリカ大使館は日本に在住する米国
市民に対し、日本からの脱出を促し
たのです。

新型コロナ対策の２つの方針

　国家が定める新型コロナウィルス
の医療対策の政治的判断には、大き
く分けて２つの方策があります。ひと
つは、感染者をまず全員特定するこ
とを最優先とし、その数が何人であ
ろうと、あらゆる手をつくして治療、
治癒することを目論むことです。もう
一つの手法は、医療崩壊を起こさな
いという大前提に基づき、医療対応
が可能なぎりぎりのレベルで感染者

数の発覚を制限し、あくまで医療体
制ありきという範疇で、感染者の治
療を行うというものです。
　前者は諸外国が、ごく当たり前とす
る方策であり、あくまで２次感染、３
次感染を抑えるため、感染者をすべ
て、できるだけ早く見つけ出し、全員
隔離することを最重要視します。こ
の危険性は、パンデミック化と社会
秩序の崩壊にあります。大勢の感染
した方 、々感染可能性のある方々が
一斉に病院に来てしまうと、一瞬に
して医療崩壊が生じ、医療従事者が
対応できなくなり、現場は大混乱に
陥ってしまうのです。それでも厳しい
現実を見据えたうえで、必要不可欠
な処置をとるための最大限の努力を
し続けるというアプローチです。多く
の人は、４月の時点でアメリカのニュー
ヨークから流れてくるニュースを筆頭
に、各地でおきている医療崩壊の現
実を日 、々目の当たりにしてきたこと
でしょう。医療従事者にエールを送り
たいものです。
　それら医療崩壊に纏わるニュース
の影響もあったのでしょうか。日本で
は、欧米諸国がとった方針とは異なり、
後者の医療崩壊回避策が専門家の間
でコンセンサスとなりました。それは
医療現場の秩序を最重要視し、あく
まで適切な医療を提供できる環境を
維持しながら、新型コロナ感染者の
治療を提供することを意味します。つ
まり医療を提供できるぎりぎりの線ま
で感染者を見つけ出し、早急に医療
を提供することにより退院を急がせ、
最低限の病床数の空きを維持しなが
ら、医療崩壊を回避することが最優
先されたのです。
　聞こえはいいですが、実際には多
くの感染者が治療を受けられないだ
けでなく、診察さえも拒否される厳し
い現実を意味します。何故なら、一
定のガイドラインに見合うレベルまで
症状が悪化しなければ医療機関から
は相手にしてもらえないからです。微
熱が数日間続く程度では、自宅で様
子見と言われるのが関の山です。そ
して保健所に電話してもなかなかつ
ながらず、つながったとしても、濃厚
接触があるとか、海外から帰国した
ばかりとかいう特殊事情がない限り、
自宅で療養をお願いされるだけなの
です。こうして我慢強い日本国民は、
保健所に対して罵声を浴びせること
もなく、言われるままに自宅で待機
したのです。医療崩壊を回避する前
提には、自宅にて忍耐強く待機する
というまじめでかつ、おとなしい国民
性があったのです。
　国がとった方策は、感染者全員
を特定することができないやり方で
すので、一番大事なことは、「Stay 
Home!」、すなわち家から出ないでく



ださい、という行政からのお願いを
徹底することです。家から出られる
と、感染が拡大する可能性があるか
らです。しかしながら、この方法で
は家庭内感染を助長することにもな
りかねません。実際、家庭内感染が、
感染ルートの大きな割合を占めた理
由がそこにあります。言い方を変え
れば、医療崩壊を避けるため、複数
の第三者に感染させるのではなく、
家庭内に封じ込めておきたいという
方針の現れです。
　新型コロナに感染しても 8割程度
は症状が出ず、自然に治癒してしまう
ことから、家で待機している間に自
然治癒する方々も多くいるようです。
よって、家で過ごしているうちにいつ
の間にか治ってしまう、というシナリ
オに期待しつつ、国は検査基準のハー
ドルを上げてまで、医療崩壊を避け
ることを最優先して取り組んできたの
です。その結果として時には自宅で
の孤独死であり、また、家庭内感染
にもつながります。それでも医療崩
壊を回避するためには仕方がないこ
とという割り切りがありました。安倍
首相が答弁において頻繁に語ってい
た「専門家の意見」とは、すべて医療
崩壊を回避しながら医療を提供する
という大前提に則ったアドバイスだっ
たのです。幸いにもこれまで、自宅待
機中に感染が原因で亡くなられた方
はわずかであり、最悪の事態は回避
したように見受けられます。
　日本では新型コロナウィルスによ
る感染者を全員特定することよりも、
感染者数の急増を起因とする医療崩
壊を回避するためにPCR検査数を意
図的に抑え込み、医療現場の逼迫状
況とのバランスを見ながら検査数をコ
ントロールして、感染者の発覚数を制
限するという方策がとられました。こ
の方針に反対する専門家は特に海外
では多いようですが、見解の相違で
あり、文化的な背景にも絡んでいる
ようです。その結果、今日、日本の
行政機関が公示する感染者数とは、
厳密な意味では感染者総数ではな
く、感染の発覚者数です。検査しな
ければ感染者数はゼロになってしま
う、というのが、感染発覚者数の原
点です。よって非常事態宣言を首都
圏においても解除されることになりま
した。その前提となる新規感染者の
数とは、単に新規発覚者の数であり、
感染者の数としてはあまりあてになり
ません。それをよしとするかどうかが
問われています。

PCR検査が日本で進まない理由

　日本では、専門家の意見を重要視
し、医療崩壊だけは回避しなければ
ならないとう前提で、保健所と医師
の判断がなければ PCR検査を受け
ることができない、というルールが作
られました。たとえ新型コロナウィル
スに感染していても、明確な症状が
なければ PCR検査を受けることさえ
難しくしてしまったのです。また、微
熱や下痢の症状が続いても、現実問
題として医師が診察を断るような事
例が後を絶ちません。

　一般の個人病院が院内感染を嫌う
あまり、診察を拒否することは想像
に難くありません。しかも何をもって
必要か、不要か、という判断基準が
曖昧であり、責任問題にもなることか
ら、そう簡単には PCR検査の承認
を得ることができないのが現状です。
結果として受診者がたらい回しにさ
れ、その間、症状が悪化するという
事例が後を絶たないのです。その結
果、海外と比較しても検査件数が圧
倒的に少なく、検査体制の強化が望
まれます。
　5月下旬の時点では、感染の有無
を確認するための、PCR 検査の拠
点となる「PCRセンター」は東京都
で 29 か所、全国では合わせて110
か所になりました。これら「PCRセ
ンター」は各自治体が地元医師会と
の協力のもとに整備した施設です。
しかしながら、以前と同様に、あく
までかかりつけ医の判断と紹介があ
ることが前提となっていることから、
ハードルが高いのです。
　そもそも医師が院内感染を恐れる
あまり新型コロナ感染の疑いがある
人を診察しない事例が後を絶たず、
PCR検査の判断基準もハードルが上
がってしまっていることから、「PCR
センター」に紹介される利用者の数
は必然的に限られてしまい、当初の
検査拡充という目的には程遠い状況
が続いています。しかも検査を受け
た人から採取した検体はすぐに分析
されるのではなく、そこからいったん
地方衛生研究所や民間機関に委託す
ることが多いため、結果が出るまで
時間がかかってしまいます。検査希
望者はだれでも PCR検査をすぐに受
け、その結果を数時間後に知る体制
は、いつ実現するのでしょうか。
　本来は、海外諸国のように、PCR
検査の窓口を民間企業、その他行政
機関が一斉に取り組みながら、官民
一体となって検査数を増やすことが
望ましかったのではないでしょうか。
しかし、日本は医療崩壊を防ぎなが
ら、その中で適正な医療を提供す
る、というポリシーが専門家のコン
センサスであったことから、患者数
を抑制するしかなかったのでしょう。
PCR検査における検体採取には、さ
まざまな制約と必要不可欠な安全対
策の強化が問われることから、簡単
に急増させることができません。だ
からこそ、行政は民間企業を縛るの
ではなく、協力体制を当初から敷く
べきだったのです。　
　もはや時間がありません。民間が
参入できない行政のハードルは撤廃
し、2次感染に細心の注意が払いな
がら、開かれた社会の中で、誰もが
PCR検査を必要と思う時に受けるこ
とができるシステムを構築するべきで
す。他国のように、海外から入国する
際は、PCR検査を義務づけるような
施策も検討課題として議論するべき
でしょう。いずれにしても、保健所を
通してまず連絡をする、という仕組み
は機能しないことは明白であり、保
健所が単なるマニュアル対応に終始
していること自体、時間の無駄です。

PCR検査を受けるためには、海外に
行っていましたとか、濃厚接触があり
ましたとか、とにかくマニュアルに書
いてあるような内容にそって虚偽の発
言をしないと次のステップにいけな
い、というような愚かな状況から脱
皮する時がきました。

宣言解除後の新コロナ時代

　海外からの批判を日本政府は甘ん
じて受けながらも、新型コロナウィル
スへの対策を地方自治体の協力のも
と、積極的に実践しながら、日本国
内では非常事態宣言後、感染者数を
抑えることができました。政府が掲
げた基準は下記のとおりです。非常
事態宣言の解除目安：「直近 1週間の
10万人当たりの感染者が 0.5人程度
以下」そのうえで、１．感染状況　２．
医療提供体制　３．PCR検査などの
監視体制　を精査して決めます。そ
の結果、5月14日には39県において
緊急事態宣言が解除され、続いて 5
月 21日、関西 3府県においても解除
されることになりました。そして 25
日には首都圏においても解除される
ことが決定されました。
　しかしながら、「都内の感染者数
は抑えられつつあるものの、保健所
に受診相談をする件数などは依然と
して多い」のが実情です。しかも前
述したとおり、これまでの緊急事態
宣言の解除を決める根拠となる本当
の意味での感染者数の減少が事実で
あるかどうかは定かではないのです。
ごく少数のPCR検査の結果だけをみ
て、なぜかしら行政は緊急事態宣言
解除を急いでいるようにも見えます。
　例えば首都圏においても感染の不
安はいまだに払拭されていません。
21日には栃木県宇都宮のスーパーで
集団感染が発生し、心配するあまり、
多くの市民から市に問い合わせが寄
せられています。いつ、どこで、だれ
が感染するかわからないのが新型コ
ロナの実態です。日本に限らず、世
界全体がコロナ禍の直撃を受けて多
くの感染者と死者数の増加が報告さ
れ、世界的に社会情勢は悪化の一途
を辿っている今、日本も油断はでき
ないのです。
　当初の予想をはるかに超えた新型
コロナによる悪影響は、私たちのラ
イフスタイルを一変させました。感染
拡大を防ぐためには「密閉・密集・密接」
の 3密を避けて、新しいライフスタイ
ルへの適応が不可欠となります。そ
して多くの人々 が人との接触を避ける
ために家にこもり、「巣ごもり」とい
う言葉まで流行するようになったので
す。今や、人類はこのウィルスと共存
しなければならない運命となりまし
た。新しいコロナ時代の到来です。
　コロナ禍の猛威は人々 の生命を脅
かしているだけでなく、世界経済にも
大きな打撃を与え、まさに1930年代
の世界恐慌を彷彿させる事態となって
います。その結果、日本の経済界に
も激震が走り、5月15に日にはアパレ
ル大手のレナウンが、新型コロナウィ
ルスの感染拡大に伴う大幅な販売減
から経営破綻し、東京地裁から民事

再生手続き開始の決定を受けました。
大手企業だけでなく、多くの中小企
業においても業績の悪化による経営
破綻は、もはや免れません。東京商
工リサーチによると、5月19日の時点
で新型コロナの影響が原因とされる
経営破綻は、既に 150社を超えてい
ます。その数は、今後、急速に増え
ていくことが想定されています。
　いまだに世界中で多くの人が感染
し、生命の危機に直面している最中、
それでも先進諸国では経済活動の再
開を重視するあまり、再び感染が拡
大するリスクを承知の上で、矢継ぎ早
に緊急事態の解除が宣言されていま
す。しかしながら、新型コロナウィル
スによる感染第 2波がくることは間
違いなく、一時も油断は許されませ
ん。日本社会全体が、そして一人ひと
りが新型コロナに立ち向かい、その
攻撃から身を守るためにしっかりと予
防線を張って、新規感染を抑えなけ
ればなりません。

コロナ新時代、悪いことばかりではない

　令和 2年 4月 7日、新型インフル
エンザ等対策特別措置法に基づく

「緊急事態宣言」が出され、感染拡
大防止のための措置がとられること
となりました。そして 16日には対象
地域が全国に拡大され、不要不急の
外出自粛が要請され、都道府県をま
たぐ移動自粛も強く求められたので
す。法的な強制力は乏しい緊急事態
宣言であるにも関わらず、諸外国で
のパンデミック化による大混乱、大
量の死者数増加に関するニュースを
日 耳々にした日本国民は、ほぼ自主
的にその非常事態宣言に従って多く
の人が家に「巣ごもり」するようにな
りました。まさに一世一代、ライフ
スタイルの大革命がおきたのです。
　確かに慣れない巣ごもりは短期間
ならまだしも、時間が経つにつれて
徐々に我慢の限界となり、欲求不満
の爆発寸前に陥った人たちも少なか
らずいたことでしょう。それでも、新
コロナ時代がもたらした巣ごもりに
よる社会への影響は、決して悪いこ
とばかりではありませんでした。
　海外でも話題になっていますが、ま
ず、一番良かったことは家族と過ご
す時間が増えたことです。これまで
皆が忙しくし、一緒に食事するどこ
ろか、話す時間さえなかった家族が、
同じ屋根の下で共に時間を過ごすこ
とになったということは、多くの家庭
にとってまさに、青天の霹靂とも言え
るできごとでした。そして当初はお互
い、一種の違和感があるものの、段々
と慣れ始め、いつしか一緒に食べた
り飲んだり、話したり、時には遊ん
だりしながら、本来あるべき家族的
な愛情が育まれていくようになった
のです。無論、報道されているよう
に諸外国を含め、唐突な同居生活の
始まりという精神的なプレッシャーも
あり、DV（家庭内暴力）が急増してい
ることは残念であり、何とか回避する
方法を考えたいものです。それでも、
多くの家庭が本来のあるべき暖かい

「ホーム」の姿を取り戻す機会を得る

ことができたのが、新コロナ時代の
大きなメリットと言えるでしょう。
　新コロナ時代の利点はまだありま
す。多くの方々が気づかれたように、
空が澄み切って空気がきれいになった
ことです。多くの工場が操業を停止し、
排出されるばい煙も一時止まってい
ただけでなく、車の交通量が激減し
たことから空気が浄化されたのです。
しかも、交通量が激減したことから、
交通事故による死亡者も急減しまし
た。それもそのはずです。不要不急
の外出を避けている訳ですから、交
通事故にあうはずがないのです。加
えて空飛ぶ飛行機の数も半減以下と
なり、国際線に限ってはほぼ、皆無
になりました。実際、仕事のために
JAL便で国内を移動した際も、航空
会社に申し訳ないくらい、プライベー
ト・ジェット状態のほぼ無人状態。コ
ロナ感染の心配もなく、のびのびと
搭乗できました。また、長距離路線
バスに乗った際も、筆者一人が乗客
という体験もあり、不思議な思いに
かられます。新幹線の自由席も乗車
率がゼロに近く、どこでも自由に座
れ、首都高を車で運転しても渋滞は
皆無で、いつもガラガラ。都内で時
折電車に乗ることがあっても必ずソー
シャル・ディスタンスを保って座ること
ができるので、交通に関してはいいこ
とづくめです。
　筆者が個人的に最も注目している
点は、夜が早くなったことです。何し
ろ、非常事態宣言下では都会でもほ
とんどのレストランが閉店し、たと
え開いていたとしいても、7 時にラス
トオーダー、8 時には閉店すること
が自主的にほぼ、実行されたのです。
これは、外食をしながら生きている
筆者の生活を大きく変えることとな
りました。それまでは夜の 8 ～ 9 時
頃に外食し、その後は違う店で一杯
飲みながら仕事を夜半まで続けると
いうライフスタイルが当たり前になっ
ていました。それがすべて前倒しと
なり、7 時までに店に駆け込み、8
時までには食事を終え、そのあとは
家に帰るしかない！という久々 の少年
時代のライフスタイルに戻ったので
す。そのため、朝は前倒しで早く起
きるようになり、自分のすることなす
こと、すべて2～3 時間は前倒しで
実行するようになりました。実はこ
れが、健康にいいのです。夜、ワイ
ンを飲みながら遅くまで仕事をする
のではなく、早く寝る！そして朝、早
く起きてさっと気持ちを切り替えて、
仕事にとりかかる！これがまさに、健
康生活の秘訣ではないかと実感する
この頃です。
　さらにもうひとつ重要なコロナ新
時代の利点は、自分が本当にやってみ
たかった趣味や芸の練習に時間を費
やすモーチベーションが与えられたこ
とです。筆者は 20代前半まではプロ
のギタリストを目指して練習を重ね、
バンド活動をしていましたが、その後
は社会人として歩み始め、いつしかギ
ターなど触ることがない日々が続き
ました。そしてふと気が付くと、あっ
という間に 30年あまりの年月が経
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ち、その間、ほぼ、ギターに触る日
がないだけでなく、せっかくレコーディ
ングまでしてきた作品もすべて、氷河
時代下のように凍結してしまったので
す。その氷を溶かすべく、巣ごもり活
動が始まった矢先、長い年月を経て
再びギターを弾く情熱が芽生えてき
ました。いつまで続くかわかりません
が、この原稿を書いている時点では、
暇さえみつけては家でギターを手にし
て練習をしています。悪いことばかり
じゃないコロナ新時代！考え方を変え
ることによって、人生をより豊かに楽
しめる新時代の到来です。

新型コロナに纏わる醜いお金の話

　日本の病院は、コロナにより経営
が悪化しています。病院側は 2次感
染を避けながら新型コロナ感染者を
受け入れるため、病床のレイアウトを
変更して感染者は一人一部屋という
ルールを徹底しなければならないの
です。その結果、入院患者用のベッ
ド数が激減し、他の病気による入院
患者を減らさざるを得ないことなど
が、減収の要因としてあげられていま
す。また、院内感染を恐れるあまり、
ごく一般的な生活習慣病に関連した
受診を避ける人が増えたことも一因
となっています。
　また、新型コロナという特殊事
情に対して、国から即刻、十分な補
助金や支援策が出ないことも、日
本行政の特色です。5月の中旬時点
でも政府は即対応をすることがで
きずにいます。例えば経営に窮して
いる大学病院に対しても、安倍晋
三首相は「大学病院をしっかり維持
できるようにしたい。国を挙げて守
る」と述べるだけにとどまり、具体
的な施策がない答弁が目につきます。
行政の積極的、かつスピーディーな
施策が期待されます。
　日本では感染者数の発覚を抑えて
医療崩壊を回避してきましたが、アメ
リカではそれとはまったく逆の現象が
起きています。つまり、感染者数が
実態よりも多く報告され、それに伴
う死者数も、過大に報告されている
ことが懸念されています。アメリカの
医療事情と行政支援の絡みを理解す
ると、その背景には巨大なお金の動
きがあり、その流れに従って医療機
関が運営されていることから、実際
に数字が過大報告されている理由が
見えてきます。
　筆者は1980 年代後半、アメリカ
において病院経営に関わる仕事をし
ていました。その時、耳にして学ん
だことを今でも忘れていません。アメ
リカの病院の多くは私営であり、収
益を競い合っています。そして行政

機関から、いかにしてより多くの援
助を受けることができるかが病院経
営の成功のカギであり、病院全体の
評価に結び付くのです。大変醜い話
ですが、アメリカの医療において一
番お金になる仕事のひとつに、複雑
な外科手術を伴う大事故があげられ
ています。その被害者を受け入れる
設備がある病院が潤うことから、大
事故があるたびに、地域ごとに重症
患者の取り合いにもなっていました。
そのため、ICU（集中治療室）の設
置は不可欠であり、重篤な患者を何
時でも受け入れることができる体制
をアピールすることは当たり前のこと
だったのです。それが日本の事情と
は違い、アメリカにおいてICU がよ
り充実している要因のひとつです。
　今回の新型コロナ禍は、またして
もアメリカの社会を大きく狂わせてし
まいました。ことの発端は、新型コ
ロナが流行した時点で、CDC（アメ
リカ疾病予防管理センター）が、医
療者向けのガイドに発表した内容に
ありました。そこには、患者が亡く
なられた場合、その死因として単に
可能性（probable) がある、また
は推定（presumed)されるだけで、
新型コロナによるものとしてよいとい
うルールが記載されていました。そ
の結果、いつの間にか、肺炎やその
他、新型コロナに類似した症状が
あったり、家族に感染者がいた場合、
コロナを死因と書くことは致し方な
い、というような暗黙の了解やプレッ
シャーが医師にかかるようになった
のです。そのため、アメリカでは実
際の患者数や死者数よりも過大に報
告されていると、多くの医師が証言
し、メディアにて報道されています。
　その理由は病院経営に関わる巨額
な資金の流れにあります。アメリカ
にはメディケアと呼ばれる高齢者や
障害者向け作られた公的医療保険
制度があります。そして新型ウィル
ス基金（Coronavirus Aid）など、
政府が定めた支援のガイドラインに
より、そのメディケアを通して新型コ
ロナの患者を受け入れた医療施設に
対しては２割増しの補助金が支払わ
れるようになったのです。その結果、
病院に対しては新型コロナの患者を
受け入れるだけで一人あたり13000
ドル（約140万円）、また、治療の
際にICU（集中治療室）が用いられ
た場合は、その3 倍の39000ドル

（約 420万円）が支払われる仕組み
が公示されたのです。
　多くの病院は経営状態が芳しくな
かったこともあり、政府が主導する新
型コロナ関連の補助金策は、またと
ない朗報と受け止められたことでしょ

う。新型コロナ感染者を受け入れる
ことにより、病院の収支を改善する
ことができるのです。そのため、新
型コロナ感染者ではない他の病気の
患者も、新型コロナ感染者として受け
入れるような事例が後を絶たないよう
です。その結果、新型コロナではな
いのに、そのまま間違った治療を施し
て症状が悪化し、時には死亡するよ
うな事例があったとメディアは報じて
います。また、ICUに重篤な患者を受
け入れることは、補助金が 3倍になる
だけでなく、患者が早く亡くなれば病
床が再び次の重篤感染者のために用
いることができることから、ICUの回
転、すなわち使いまわし方にも複雑
な要素がつきまといます。より重篤な
感染者を受け入れることが得策にも
思えてしまうのではないでしょうか。
　無論、多くの医師は虚偽の報告を
することをためらい、拒否すること
でしょう。そしてほとんどの報告は
正しいものと信じたいのです。しか
し病院を経営するのは医師ではなく、
病院の運営会社であり、医師はその
運命共同体の一部です。そして大型
病院の背後には、その母体となる巨
大企業が存在します。よって、疑わ
しきは「コロナと断定」というよう
な曖昧なルールであれば、従わざる
をえなかったのではないでしょうか。
　この話と、医療従事者の献身的な
働きは、全く別次元の話です。現場
では真摯に医療に取り組み、命の危
険まで冒して日 、々全力で取り組んで
いる医療従事者が存在し、賞賛に値
します。しかしながらアメリカのよう
な大きな資本が背後に動くような病
院経営においては、時には知らぬ間
に、巨額の資金の流れが生じ、その
流れに乗らなければ病院経営に支障
をきたすというようなジレンマがあ
る、ということを知るだけでも、「フェ
イクニュース」の存在に気づきます。
　つまるところ、日本国が発表する
日々の感染者数は「フェイクニュー
ス」です。あくまでそれは、感染確
認者数であり、検査数により左右さ
れる数値です。と同時に、アメリカ
が発表する感染者数、死者数も「フェ
イクニュース」です。今日まで大幅
にふかされた数字が流布されていま
す。実際、新型コロナに感染した人、
そして死者数は、もっと低い数字に
なります。「フェイクニュース」には、
気を付けたいものです。
　また、新型コロナの治療薬として
は抗マラリヤ薬のヒドロキシクロロキ
ンが、新型コロナウイルスの抑制作
用があることが臨床試験からも確認
され、諸外国の医療機関においても
そのポジティブな効果について、多

くの情報が共有されています。5月
現在、もっとも抑制作用がある薬剤
であると多くの医療関係者が証言し
ているにも関わらず、なぜ、アメリカ
ではなかなかヒドロキシクロロキン
の活用が認められず、日本でもさほ
ど話題にならないのでしょうか。そ
れはヒドロキシクロロキンという薬は
1950 年代に開発されたとても古い
薬であり、製造コストは 50 円もか
からず、実際、1錠あたり400 円少々
で販売される安価な薬だからです。
　安価な薬が効果ありとみとめられ
れば、製薬会社が新規の薬を開発し
て利潤をあげる妨げになります。製
薬会社が行政と密接な関係をもって
いることは、周知の事実です。そし
て日本やアメリカでは、その深い関
係の背後に多額の資金が動いている
ことが知られています。よって、いつ
のまにか行政指導の元、闇雲に新規
の薬剤開発が支援されるような風潮
となり、感染者には安価で最適な薬
が時には行き届きにくくなってしまう
のです。医療の背景には、こうして
いつの日も、行政に絡む醜いお金の
話がつきまといます。それでも行政
の指導に従うことが、医療業界で生
き残る唯一の道であるだけに、誰も
声をあげることができません。

東京五輪から見据える日本人の心

　5月 20日、国際オリンピック委員
会のバッハ会長は、来年、2021年に
開催できなければ中止するとの意向
を示しました。冬季と夏季オリンピッ
クを同じ年に開催することができる
わけでもなく、歴史的に 4年ごとに
続いてきたオリンピックの開催をこれ
以上、延期できるはずもなく、季節
を変更することは各国の主要スポー
ツイベントのスケジュールとぶつかる
ことから、そのような決断に至ること
は事前にわかっていました。最終的
な開催是非の判断は2020年10月ま
で行われるという判断が IOC国際オ
リンピック委員会によって示され、そ
れまでにワクチンが世界的に行き渡っ
ていることが重要な指標となりまし
た。2021年、無事に東京オリンピッ
クを開催するためには、ワクチンを
全世界に供給し、コロナ禍を終焉さ
せることが不可欠になったのです。
　ワクチンは体の免疫反応を引き起
こし、人為的に免疫を持つ人を増やす
ことができることから、新型コロナ対
策には不可欠な要素として、今、世界
中の研究機関が開発に努め、国内製
薬各社もワクチンと治療薬の開発を
急いでいます。昨今、DNAと RNA
などの遺伝物質を操作、集合させる
やり方で体に投与して免疫力を検証

するウィルスのリサーチは、その培養
方法も含めて急速に進化し、ワクチ
ン開発技術が著しい進化を遂げまし
た。それでも通常 5年はかかるとも
言われる開発にかかる期間を、もの
の1年、半年で終わらせることができ
るか、現時点では不明です。
　しかしながら、ワクチンの臨床試
験には膨大なコストがかかり、リサー
チ全体のプロセスには長い年月がか
かります。しかも結果として失敗する
リスクが極めて高いのです。ワクチ
ンの研究開発予算は 2018 年、日本
では560 億円かけられたのに対し、
中国では5600 億円、アメリカでは
8000 億円と、桁が違います。新型
コロナによる経済損失は、一説によ
ると500 兆円とも言われています。
その500 分の１を予算につぎ込んだ
としても、1兆円にしかなりません。
今こそ、国家が主導してウィルス関連
のプロジェクトを国家予算に盛り込
み、政府機関を総動員して民間企業
を巻き込みながら支援する必要があ
ります。そもそもワクチン接種に対
して前向きな意識が低い日本社会で
は、その重要性に対して再認識でき
るような社会的教育プログラムも不
可欠でしょう。
　日本は官民一体となって東京オリ
ンピックの企画運営に取り組んでき
ただけに、何としてでも来年の開催
に向かって、コロナ騒動の終焉を願っ
ているところです。そのためには、ま
ず、日本国内で感染者数と死者数を
完全に抑え込み、コロナ禍を収束さ
せることが不可欠です。しかしながら
海外ではコロナ禍の収束の目途がな
かなか付かず、コロナ禍のパンデミッ
ク化に焦りがつのります。新型コロナ
の影響が完全に払しょくされない限
り、開催は難しいという姿勢が根底
にあることから、IOCによる最終決
定が 10月頃に行われるまで、引き続
き官民一体となって新型コロナ対策
に没頭しなければなりません。
　猛威を振るう新型コロナウィルスと
の闘いには、何としてでも勝利しな
ければなりません。東京オリンピック
は日本のプライドをかけた国をあげ
ての祭典であることからしても、新型
コロナウィルス対策に関わる行政機
関と多くの政治家、そして東京オリン
ピックの基点となる東京都をリードす
る東京都知事の思惑と苦労は、察す
るにあまりがあります。2021年、東
京オリンピックが開催される可能性は
日増しに低くなってきていますが、世
界の模範となるような先進的な対策
を講じながら、日本ならではの心の
豊かさを全世界にアピールし続けて
いきたいものです。  （文・中島尚彦）
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5月25日、緊急事態宣言が全国的に解除されました。しかし
ながら新型コロナウィルスは今や世界中に蔓延し、パンデミック
化していることから、まだ予断は許せません。今月は、コロナ関連
でどうしても皆様にお伝えしたいことがあることから、課題を
まとめてみました。中には、書き綴りたくない汚い金銭の話なども
あり、何をどう書いても誤解されるリスクがあるのは承知のうえで、
自分の知っていることをありのままに描き下ろしています。今後の
参考にして頂ければ幸いです。

編 集 後 記

NCJ編集長　中島 尚彦

WEB サイト案内
日本シティジャーナルをご覧いただきありがとうございます。本紙のバックナンバーはWEB
サイトにてすべてご覧頂けます。連載中の歴史に関するコラムは最新情報に随時更新
してスペシャルサイト「日本とユダヤのハーモニー」にまとめてあります。ご意見・ご要望
等をお待ちしております、FAXやホームページからお寄せ下さい。

日本シティジャーナル：http://www.nihoncity.com/
日本とユダヤのハーモニー：http://www.historyjp.com/

@ricknakajima www.facebook.com/ricknakajima www.instagram.com/kodaishi/
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音楽の力で日本を元気に音楽音楽音楽 力力 日本日本
25年の信頼と実績。いつでも安定成長中！

成田から生まれた国内最大級の楽器・音響系優良企業

募 集 職 種

□ 車通勤にも交通費支給 □ 広々とした社員食堂（カフェテリア） □ 業界トップクラスの給与基準
□ 3LDKマンションの社宅 □ 社内にフィットネスジム常設 □ 女性比率43％、主婦も活躍中

大切な家族や
音楽活動をサポート

明るく風通しの良い
安定企業

さらに!

充実の福利厚生と
選べるキャリア

創業25年の業界最大手企業、7万点以上の
取扱商品、プライベートブランド、首都圏即日
配達などのサービスで安定成長中

音楽活動を熱烈にサポート! 練習のある
日は早退OK。子育て世代の方には支援
金やカウンセリングなどでバックアップ

自分の持ち味を生かせる多数の職種！資格
取得のサポート制度や外部での講習など、
あなたのキャリアアップを応援します

0476-89-1777
〒286-0825 千葉県成田市新泉14-3（野毛平工業団地内）

株式会社 サウンドハウス

▶資　格 ： 学歴不問 各職種の実務経験者優遇します　

▶給　与 ： 各職種欄参照　※経験・スキルを考慮して決定

▶休　日 ： 週休二日 シフト制（正社員）、年末年始休暇、有給休暇

▶時　間 ： 平日9：00～18：00 ／ 土曜11：30～17：00 （時間は部署によって異なります）

▶待　遇 ： 社保完備、年2回賞与、有給休暇

・交通費支給  ・子育て支援金制度 ・就業、昇格祝い金

・優良社宅完備 ・フィットネス施設  ・無料バンド練習スタジオ

・全館禁煙 ・社内食堂（カフェテリア） ・海外展示会への参加

job@soundhouse.co.jp〒286-0825 千葉県成田市新泉 14-3
株式会社サウンドハウス 採用係

E-mail郵 送

下記まで履歴書を郵送または Eメールにてお送り
ください。 書類選考の上、面接日を連絡します。応 募 方 法

※PDF・Excel・Wordデータにてお送りください

WEBサイトからも応募可能です

詳しい情報やスタッフインタビュー、応募フォーム等もあります
https://recruit.soundhouse.co.jp

正社員 パート
（週3日以上のシフト勤務）（週3日以上のシフト勤務）
時給：1,250円～月給：23～28万円

（27時間分の固定みなし残業代含）（27時間分の固定みなし残業代含）

正社員 パート
（週3日以上のシフト勤務）（週3日以上のシフト勤務）
時給：1,250円～月給：23～28万円

（27時間分の固定みなし残業代含）（27時間分の固定みなし残業代含）

正社員 パート
（週3日以上のシフト勤務）（週3日以上のシフト勤務）
時給：1,250円～月給：23～28万円

（27時間分の固定みなし残業代含）（27時間分の固定みなし残業代含）

正社員 パート
（週3日以上のシフト勤務）（週3日以上のシフト勤務）
時給：1,250円～月給：23～28万円

（27時間分の固定みなし残業代含）（27時間分の固定みなし残業代含）

正社員 パート
（週3日以上のシフト勤務）（週3日以上のシフト勤務）
時給：1,250円～月給：23～28万円

（27時間分の固定みなし残業代含）（27時間分の固定みなし残業代含）

正社員 パート
（週3日以上のシフト勤務）（週3日以上のシフト勤務）
時給：1,250円～月給：35～49万円

（45時間分の固定みなし残業代含）（45時間分の固定みなし残業代含）

正社員 パート
（週3日以上のシフト勤務）（週3日以上のシフト勤務）
時給：1,250円～月給：23～28万円

（27時間分の固定みなし残業代含）（27時間分の固定みなし残業代含）

●業務内容●
注文受付、見積作成、商品の納期案内、問合せ対応

（電話・メール）、サポートのご案内（保証、修理案内）

●業務内容●
WEBサイトのバナー制作、コーディングなどのWEB
制作業務全般

●業務内容●
音響機器、照明機器などの検証、修理、メンテナンス

（ギターなどのメンテナンススタッフも募集中）

●業務内容●
本社物流倉庫にて取扱商品の在庫管理や商品の補充
など （勤務時間： 6:00～）

顧客サポートスタッフ

物流倉庫管理アシスタント

音響機器修理スタッフ

WEB制作スタッフ

映像制作スタッフ

インフラエンジニア

経理アシスタント

●業務内容●
オリジナルコンテンツの企画から撮影・編集・MAまで
制作工程全般

●業務内容●
サーバおよびネットワーク機器（スイッチ、ファイアウォール、ア
クセスポイント）の設計、導入、保守、運用など

●業務内容●
記帳・仕訳やその他、データ入力 / 買掛金・売掛金処理 / 
入出金管理、伝票チェックその他、経理業務

※必要スキル：基本的なPC操作 (タイピング)

※未経験者歓迎、各種ライセンス取得支援制度有

※家電製品・弱電気関連の修理実務経験者優遇

※WEB制作の実務経験者

※映像制作に関する基本的な知識・実務経験のある方

※3年以上のサーバまたはLANの構築・運用経験者

※1年以上の経理経験者

求人情報

勤務地：成田市 野毛平工業団地

ー  日本最大規模！楽器・音響機器のネット通販  ー

正社員30名の大規模募集


